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2020 年 5 月 20 日 

福岡県知事  小川 洋 殿 

日本共産党福岡県委員会   

委員長  内田  裕 

日本共産党福岡県議会議員団 

団 長  高瀬菜穂子 

 

「福岡県持続化緊急支援金」に関する緊急申し入れ 

 

新型コロナウイルス感染症対策へのご尽力に敬意を表します。 

福岡県が創設した「持続化緊急支援金」にコロナ禍の中で減収に苦しむ中小企業・個人事

業者から大きな期待が寄せられています。同時に、申請が始まったものの、「ＷＥＢでの申

請以外は受け付けないといわれた。パソコンもスマホも持っておらず困っている」「サポー

トセンターはなぜ非公開なのか」「入力の仕方がわからず電話をしたが『頑張ってください』

と言われた」「受付は緊急事態宣言解除の翌月までとなっているが、あまりに短いのではな

いか」など戸惑いや対応への不満の声をいただいています。 

申請にあたっては、国の持続化給付金制度に準じるとされており、このほど「確定申告書

第一表」の控えに収受印がないものについても「納税証明書」を提出することで受け付ける

よう修正されました。実際に困っている業者に寄り添い、対象者が制度を活用できるよう、

更なる改善を求めるものです。以下の点について、緊急に検討され善処されますようお願い

いたします。 

 

記 

 

１、「緊急事態宣言解除の翌月まで」とされている制度の受付期間を延長し、国と同様、来

年 1 月 15 日までとすること （県も最長令和 3 年 1 月 15 日としていることから、その想

定を期限とすること） 

 

２、確定申告書第一表の控えに収受印のないものについて、「納税証明書」添付で受け付け

ることとされた。国は、収入額未記載についても、収支内訳書添付などで認める方向を示し

ている。県としても、収支内訳書添付など売り上げがわかる資料で受け付けること 

 

３、個人事業主でありながら、確定申告において「雑所得」「給与所得」として申告した人

も、実態に即して判断し、制度の対象とすること 
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４、事業承継を受けた事業者について、国の持続化給付金においては制度の対象とされてい

るのに、県の制度では対象から外されている。事業承継を受けた事業者を対象として受け付

けること 

 

５、ＷＥＢによる申請だけではなく、書類郵送による受付を行うこと。国は県内 16 か所の

サポートセンターを広く公表している。民間で相談を受けているところもパンク状態であり、

県のサポートセンターを拡充し公表すること。 

以上 


